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※不足額は消費税、地方消費税資本的収支調整額及び過年度損益勘定留保資金で補てんしました。

　城里町の平成29年度決算が、10月定例会
で認定されました。町民の皆さんに納めて
いただいた税金や国・県からの補助金等が、
まちづくりのためにどのように使われたの
かをお知らせします。

◆特別会計・企業会計◆

●基　金●

◆公共施設整備基金の使途

●主な町の財産●

■地方債■

会　　計　　名 歳　　入
国民健康保険特別会計（事業勘定）
国民健康保険特別会計（施設勘定）
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計
介護保険特別会計（保険事業勘定）
介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）
公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計
農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

27億4,244万4千円
2億1,645万6千円
1億9,701万8千円
21億4,807万2千円

486万円
9億7,815万5千円
2億8,373万6千円
7億1,178万4千円
1,209万3千円

歳　　出
26億7,739万9千円
2億1,494万4千円
1億9,700万円

21億1,810万9千円
457万3千円

9億4,067万4千円
2億7,022万4千円
6億4,779万9千円
4億7,763万円

差　引　額
6,504万5千円
151万2千円
1万8千円

2,996万3千円
28万7千円

3,748万1千円
1,351万2千円
6,398万5千円

※△4億6,553万7千円
水道事業会計 収益的収入・支出

資本的収入・支出

58億6,742万4千円
31億478万8千円
8億4,935万9千円

817,205㎡

181,059㎡
5,177㎡

2,216,316㎡
114,165㎡建　物

建　物

山　林

土　地

土　地

行 政
財 産

普 通
財 産

基 金 残 高
う ち 財 政 調 整 基 金
うち公共施設整備基金（※）

700万円
1,000万円
1,000万円
1,700万円
3,500万円
300万円
8,200万円

医 療 福 祉 事 業（ マ ル 特 ）
保 育 所 施 設 型 給 付 事 業
障 害 者 自 立 支 援 給 付 費
観 光 施 設 改 修 事 業
道路橋りょう、公営住宅修繕業務
コミュニティセンター改修事業
　 　 合 　 計 　 　

　健全化判断比率とは自治体の財政状況を示す指標で、数値が低いほど自治体の財政状況
は良好と判断されます。
　城里町においては、近年、実質公債費比率及び将来負担比率ともに減少傾向にあり、平
成29年度もすべて基準値を下回っていますが、引き続き起債発行事業を精査するなど、計
画的な財政運営に取り組みます。

財政分析指標　健全化判断比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

指　　標

-

-

12.0％

70.4％

平成28年度 平成29年度

-

-

11.8％

63.4％

14.27％　　

19.27％　　

25.0％　　

350.0％　　

早期健全化基準
（平成29年度）内　　　容

一般会計の赤字の割合

借入金（地方債）の返済額の割合
借入金（地方債）など将来負担が見込まれる
負債の割合

全会計（一般会計・特別会計・企業会計）の
赤字の割合

※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、黒字であるため数値の表記はありません。

この基準を超えると、
財政健全化計画を作成
し、改善に取り組まな
ければなりません。

お知らせしますお知らせします

227億3,466万1千円
104億759万4千円
86億957万2千円
37億1,749万5千円

地 方 債 現 在 高
うち一般会計
うち特別会計
うち企業会計

※公共施設整備基金とは、町に交付された競輪場外車券売場交付金（サテライト水戸の売上の１％）を積み立てて、後年度の
　保健福祉事業、教育事業及びコミュニティ事業等並びに施設整備の財源とするために取り崩すことができる基金です。
　平成29年度は89,023,270円が交付され、同額を基金に積み立てました。
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歳入 歳出

決算を平成29年度

町税
20億4,815万7千円
19.0％
（前年度比2.2％増）

108億806万7千円
前年度比 3.0％増

104億1,994万9千円
前年度比 5.6％増◆一般会計◆

町税の内訳と町民１人あたりの町税負担額 町民１人あたりに使われたお金

町民税
8億4,801万6千円
1人あたり
42,603円

固定資産税
9億7,378万円
1人あたり
48,921円

軽自動車税
7,563万1千円
1人あたり
3,800円

町たばこ税
1億1,946万円
1人あたり
6,002円

入湯税
3,127万円
1人あたり
1,571円

民生費
120,791円
高齢者福祉、
児童福祉

公債費
53,178円
町の借金の
返済金

土木費 
74,333円
道路整備、
公営住宅の管理

衛生費
38,501円
健康診断、
ごみ処理

農林水産業費
31,750円
農業の振興

一般会計
歳出総額
523,484円

繰入金
6億9,485万6千円
6.4％（前年度比359.7％増）

諸収入・その他
4億2,494万9千円
3.9％（前年度比12.1％減）

繰越金
6億3,146万8千円
5.9％（前年度比20.3％減）

町税
20億4,815万7千円
19.0％
（前年度比2.2％増）

地方交付税
38億7,403万4千円
35.8％
（前年度比4.5％減）

地方交付税
38億7,403万4千円
35.8％
（前年度比4.5％減）

国県支出金
16億921万4千円
14.9％（前年度比7.1％増）

町債
9億6,797万7千円
8.9％（前年度比0.4％減）

譲与税・交付金
5億5,741万2千円
5.2％（前年度比4.4％増）

総務費
24億6,964万9千円
23.7％
（前年度比55.2％増）

総務費
24億6,964万9千円
23.7％
（前年度比55.2％増）

公債費
10億5,851万3千円
10.2％
（前年度比9.8％減）

教育費
8億5,672万4千円
8.2％
（前年度比40.8％減）

民生費
24億433万6千円
23.1％
（前年度比5.4％減）

民生費
24億433万6千円
23.1％
（前年度比5.4％減）

衛生費
7億6,636万4千円
7.3％（前年度比16.6％増）

農林水産業費
6億3,199万2千円
6.1％（前年度比49.1％増）

消防費・商工費・その他
7億5,276万3千円
7.2％（前年度比12.9％減）

3億8,811万8千円
歳入歳出差引額

※ 平成30年3月31日現在、住基人口19,905人で算出

　　　　　　　自主財源が前年度比10.8％増額した
　　　　　　　のは、繰入金の増（財政調整基金から
　　　　　　　公共施設等総合管理基金に積替える
　　　　　　　ための一時的な繰入れ）が主な要因で
　　　　　　　はありますが、町税も固定資産税等
の増により、前年度に引き続き増額しています。
　一方、地方交付税が普通交付税の合併算定替縮減
の影響で減額となったことなどにより、依存財源は
前年度比0.8％の減となりました。
　以上のことから、歳入総額は前年度より3.0％増と
なりました。

　　　　　　　総務費は公共施設等総合管理基金へ
　　　　　　の積立や町民センターの整備事業によ
　　　　　　り、また土木費は大桂大橋の耐震補強
　　　　　　事業や新道川の護岸整備事業などによ
　　　　　　り増額となりました。
　一方、教育費は桂中学校屋内運動場の改築事業が
前年度で終了したことにより、公債費は合併前に借
り入れた地方債の多くが償還終了を迎えていること
により減額となりました。
　以上のことから、歳出総額は前年度より5.8％増と
なりました。

問合せ　財務課　☎029-288-3487（直通）

決算を平成29年度

自主財源
（35.2％）
自主財源
（35.2％）

依存財源
（64.8％）
依存財源
（64.8％）

土木費
14億7,960万8千円
14.2％
（前年度比27.0％増）

総務費 　
124,072円
庁舎管理、徴税、
選挙

教育費　
43,041円
学校整備、
社会教育

消防費・
商工費・その他
37,818円
消防団の運営、
商工業の振興など
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